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ての信頼性を著しく欠く要因ともなります。 

２ 運営指導の在り方 

これまで述べてきたように、運営指導はあくまでも行政指導であるため、改
善が必要な事項に対する指導や、より良いケア等を促す助言等については、介
護保険施設等との共通認識が得られるよう留意する必要があります。また、
個々の指導内容については、具体的な状況や理由を聴取した上で、根拠規定や
その趣旨・目的等について懇切丁寧な説明を行います。 

その中で、適正な事業運営等に関し効果的な取り組みを行っている介護保険
施設等については、積極的に評価し、他の介護保険施設等へも紹介する等、介
護サービスの質の向上に向けた指導を行います。 

 

３ 根拠に基づく運営指導の実施 

行政指導には明確な根拠が必要であり、行政側担当職員の主観に基づく指導
は排除されなければなりません。また、当該介護保険施設等に対する前回の指
導内容と、根拠なく大きく異なる指導は行わないことも重要です。これらは許
容できないいわゆるローカルルールの要因ともなりうるので注意が必要です。 
 

４ 時間を守る 

運営指導に費やす時間は、基本的には相手方の日中の通常の勤務時間に合わ
せます。例えば確認項目の確認が終わらないといったことは、その要因が相手
方にあったとしても、それはあくまでも行政側の都合であり、それを理由に相
手方に時間外勤務を強いることはできません。 
 

５ 介護保険施設等の出席者 

運営指導における介護保険施設等の出席者については、必ずしも当該介護保
険施設等の管理者に限定することなく、実情に詳しい従業者や介護保険施設等
を経営する法人の労務・会計等の担当者（業務委託している場合も含む）が同
席することは差し支えありません。 

 

第４章 指導の標準化・効率化について 

運営指導の標準化・効率化の推進は、自治体職員ならびに介護保険施設等の
側の事務負担の軽減を目指しています。 

しかし、それによってサービスの質の低下や不正請求等につながるようなこ
とがあってはなりません。  
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運営指導の標準化・効率化を推進し、かつ適正な事業運営及びサービスの質
の向上を図るためには、行政機関が、① 集団指導の充実を図り、② 事業者に
おける業務管理体制の構築及び適正運用を支援し、③ 必要に応じて監査の適
時・適正な実施を行うことが必要です。 

これにより不正や不当な行為を未然に防ぐとともに、事業者自らが法令等を
遵守するための取組を行っていくことができるよう支援していくことで、事業
者側の意識が高まり、サービスの質の向上ならびに適正な運営が図られるもの
と考えられます。 

なお、都道府県は、法第１９７条第３項に基づき、一般市町村に対し、法の
第５章の事務について報告を求め、又は助言若しくは勧告を行うことが可能で
す。一般市町村が行う地域密着型サービス等の指定及び指導監督の事務につい
て、市町村指導実施指針29に基づき適切な助言等を行うことで、当該都道府県
内の一般市町村が行う運営指導の標準化・効率化の推進や実施頻度の向上等が
期待されることから、都道府県による積極的な取組が望まれます。 
 
 
 

 

 
29 市町村における地域密着型サービス事業者等の指定及び指導監督等の事務にかかる指導監督について（平成２７年

３月１０日 老発０３１０第２号 厚生労働省老健局長通知 ）別添 


